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諮問番号：平成２９年度諮問第８号 

答申番号：平成２９年度答申第１１号 

 

答申書 

 

第１ 審査会の結論 

   処分庁広島市長（以下「処分庁」という。）が審査請求人に対して行った広島市Ａ区

ａ〇番〇の土地（以下「ａ係争土地」という。）、この土地所在の家屋番号〇番〇の〇の

家屋（以下「ａ家屋１」という。）、家屋番号〇番〇の〇の家屋（以下「ａ家屋２」とい

う。）及び家屋番号〇番〇の〇の家屋（以下「ａ家屋３」という。）に対する平成２９年

度分の固定資産税及び都市計画税（以下「固定資産税等」という。）の賦課決定処分（以

下「本件処分１」という。）並びに広島市Ｂ区ｂ〇番〇の土地（以下「ｂ土地１」とい

う。）、同〇番〇の土地（以下「ｂ土地２」という。）、同〇番〇の土地（以下「ｂ土地３」

という。）、同〇番〇の土地（以下「ｂ土地４」という。）及びこれらの土地（ｂ土地１

を除く。）所在の家屋番号〇番〇の家屋（以下「ｂ係争家屋」という。）に対する平成２

９年度分の固定資産税の賦課決定処分（以下「本件処分２」という。）についての審査

請求は、理由がないから棄却されるべきとの審査庁広島市長（以下「審査庁」という。）

の判断は、妥当である。 

 

第２ 審査請求人の主張の要旨 

１ 本件処分１に係る固定資産について 

   ａ係争土地並びにａ家屋１及びａ家屋３（以下これらをまとめて「ａ係争家屋」と

いう。）は、以下の利用状況等から、地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」

という。）第３４８条第２項第３号の規定により非課税適用されるものと考える。 

  ⑴ ａ係争家屋は、宗教法人であるＣが総本部事務所及び代表役員公邸として使用し

ている。 

  ⑵ ａ係争土地及びａ係争家屋は、宗教法人Ｃに無償で提供している。 

 ２ 本件処分２に係る固定資産について 

   ｂ土地１、ｂ土地２、ｂ土地３及びｂ土地４（以下これらをまとめて「ｂ係争土地」

という。）並びにｂ係争家屋は、以下の利用状況等から、法第３４８条第２項第３号の

規定により非課税適用されるものと考える。 

  ⑴ ｂ係争土地は農園として、ｂ係争家屋はその管理事務所として、いずれも宗教法

人Ｃが使用している。 

  ⑵ ｂ係争土地及びｂ係争家屋は、宗教法人Ｃに無償で提供している。 

 ３ その他 

  ⑴ 処分庁は、家屋の実地調査を外観から見ただけで済ませている。 
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  ⑵ 処分庁の職員は、固定資産の評価に当たり経年減点補正率の適用を独善的に行っ

た。 

  ⑶ 処分庁の職員が作成した弁明書は、虚偽有印公文書作成同行使及び公務員職権濫

用の罪に問われる。 

 

第３ 審理員意見書の要旨 

１ 審理員意見書の結論 

 本件審査請求は、理由がないから、行政不服審査法（平成２６年法律第６８号）第

４５条第２項の規定により棄却されるべきである。 

２ 審理員意見書の理由 

  ⑴ 本件処分１及び本件処分２に係る税額の算出について 

   ア 本件処分１に係る税額の算出について 

    (ｱ) ａ係争土地に係る課税標準額 

     ａ 固定資産税等の額の算出方法 

      (a) 基準年度の土地に対して課する第三年度の固定資産税等の額は、基準年度

に係る賦課期日における価格で土地課税台帳（法第３４１条第１０号）に

登録されたものを課税標準とし（法第３４９条第３項並びに第７０２条第

１項及び第２項）、その額に税率（固定資産税は１．４％（広島市市税条例

（昭和２９年広島市条例第２５号。以下「条例」という。）第６２条）、都

市計画税は０．３％（条例第１２４条））を乗じて算出する。 

      (b) ただし、その一部を人の居住の用に供する家屋（地上階数５以上を有する

耐火建築物で、その居住部分の床面積の当該家屋の床面積に対する割合が

２分の１以上４分の３未満であるもの）の敷地の用に供されている土地に

ついては、当該土地の面積に０．７５の割合を乗じて得た面積に相当する

土地（地方税法施行令（昭和２５年政令第２４５号）第５２条の１１第２

項第２号ロ）は、固定資産税等の課税標準の特例の対象となる住宅用地と

される。そして、その面積が２００平方メートル以下である場合、当該住

宅用地に係る固定資産税の課税標準は、当該住宅用地に係る固定資産税の

課税標準となるべき価格の６分の１の額となり（法第３４９条の３の２第

２項第１号）、都市計画税の課税標準は、当該住宅用地に係る都市計画税の

課税標準となるべき価格の３分の１の額となる（法第７０２条の３第２項）。 

      (c) 一方で、住宅用地以外の宅地（商業地等。法附則第１７条第４号）で、固

定資産税等を賦課する年度の負担水準（法附則第１７条第８号）が０．６

以上０．７以下のものに係る固定資産税等の額は、前年度分の固定資産税

等の課税標準額を当該年度分の固定資産税等の課税標準となるべき額とし

た場合における固定資産税等の額（法附則第１８条第４項及び附則第２５

条第４項）となる。 
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ｂ 課税標準額 

      (a) 住宅用地とされる部分 

       ① ａ係争土地は、５階建ての耐火建築物であるａ家屋１、ａ家屋２及び

ａ家屋３の敷地の用に供されている土地である。 

       ② ａ係争家屋は、人の居住の用に供されており、その床面積のａ家屋１、

ａ家屋２及びａ家屋３の床面積に対する割合は２分の１以上４分の３未

満（＝（ａ家屋１の床面積＋ａ家屋３の床面積）÷（ａ家屋１の床面積

＋ａ家屋２の床面積＋ａ家屋３の床面積）＝２０５．９平方メートル÷

３０３．２９平方メートル≒０．６７９）である。 

       ③ ａ係争土地の面積に０．７５の割合を乗じて得た面積に相当する土地の

面積は、約７６．０平方メートル（２００平方メートル以下）である。 

       ④ ａ係争土地に係る平成２９年度の登録価格は２１５７万２６５１円で

あるから、その土地の面積に０．７５の割合を乗じて得た面積に相当す

る土地に係る平成２９年度の登録価格は１６１７万９４８９円である。 

       ⑤ ａ係争土地の住宅用地とされる部分に係る平成２９年度分の固定資産

税の課税標準は、当該部分の課税標準となるべき価格１６１７万９４８

９円の６分の１の額２６９万６５８１円である。 

       ⑥ ａ係争土地の住宅用地とされる部分に係る平成２９年度分の都市計画

税の課税標準は、当該部分の課税標準となるべき価格１６１７万９４８

９円の３分の１の額５３９万３１６３円である。 

      (b) 住宅用地とされる部分以外の部分（商業地等の部分） 

       ① ａ係争土地の住宅用地とされる部分以外の部分（商業地等の部分）に

係る平成２９年度の登録価格は、５３９万３１６２円である。 

       ② ａ係争土地の住宅用地とされる部分以外の部分（商業地等の部分）の

負担水準は０．６以上０．７以下（＝平成２８年度の課税標準額÷平成

２９年度の課税標準となるべき価格＝３７５万８１８２円÷５３９万３

１６２円≒０．６９）であるから、その部分に係る平成２９年度分の固

定資産税等の課税標準は、平成２８年度分の固定資産税等の課税標準額

３７５万８１８２円である。 

      (c) 合計 

       ① ａ係争土地に係る平成２９年度分の固定資産税に係る課税標準額は、

６４５万４７６３円となる。 

       ② ａ係争土地に係る平成２９年度分の都市計画税に係る課税標準額は、

９１５万１３４５円となる。 

    (ｲ) ａ家屋１、ａ家屋２及びａ家屋３に係る課税標準額 

     ａ 固定資産税等の額の算出方法 

       基準年度の家屋に対して課する第三年度の固定資産税等の額は、基準年度
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に係る賦課期日における価格で家屋課税台帳（法第３４１条第１２号）に登

録されたものを課税標準とし、その額に税率を乗じて算出する。 

ｂ 課税標準額 

      (a) ａ家屋１に係る課税標準額 

        ａ家屋１に係る平成２９年度分の固定資産税等の課税標準額は、登録価

格と同額の５８２万００７５円である。 

      (b) ａ家屋２に係る課税標準額 

        ａ家屋２に係る平成２９年度分の固定資産税等の課税標準額は、登録価

格と同額の６６１万１４２３円である。 

      (c) ａ家屋３（４階部分）に係る課税標準額 

        ａ家屋３（４階部分）に係る平成２９年度分の固定資産税等の課税標準

額は、登録価格と同額の７５６万３９６６円である。 

      (d) ａ家屋３（５階部分）に係る課税標準額 

        ａ家屋３（５階部分）に係る平成２９年度分の固定資産税等の課税標準

額は、登録価格と同額の９０万２１９０円である。 

      (e) 合計 

       ① ａ家屋１、ａ家屋２及びａ家屋３に係る平成２９年度分の固定資産税

に係る課税標準額の合計は、２０８９万７６５４円となる。 

       ② ａ家屋１、ａ家屋２及びａ家屋３に係る平成２９年度分の都市計画税

に係る課税標準額の合計は、２０８９万７６５４円となる。 

    (ｳ) 税額 

     ａ 固定資産税の額 

      (a) ａ係争土地並びにａ家屋１、ａ家屋２及びａ家屋３に係る平成２９年度分

の固定資産税に係る課税標準額の合計は、２７３５万２０００円（１００

０円未満の端数切捨て（法第２０条の４の２第１項））である。 

      (b) (a)の課税標準額に税率（１．４％）を乗じると、固定資産税の額は、３８

万２９００円（１００円未満の端数切捨て（法第２０条の４の２第３項））

となる。 

     ｂ 都市計画税の額 

      (a) ａ係争土地並びにａ家屋１、ａ家屋２及びａ家屋３に係る平成２９年度分

の都市計画税に係る課税標準額の合計は、３００４万８０００円（１００

０円未満の端数切捨て）である。 

      (b) (a)の課税標準額に税率（０．３％）を乗じると、都市計画税の額は、９万

０１００円（１００円未満の端数切捨て）となる。 

    (ｴ) 小括 

      以上のとおり、ａ係争土地並びにａ家屋１、ａ家屋２及びａ家屋３に係る平

成２９年度分の固定資産税の額を３８万２９００円、都市計画税の額を９万０
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１００円とする本件処分１は、前記(ｳ)の額と同額である。 

   イ 本件処分２に係る税額の算出について 

    (ｱ) ｂ係争土地に係る課税標準額 

     ａ 固定資産税の額の算出方法 

      (a) 基準年度の土地に対して課する第三年度の固定資産税の額は、基準年度に

係る賦課期日における価格で土地課税台帳に登録されたものを課税標準と

し、その額に税率を乗じて算出する。 

      (b) ただし、専ら人の居住の用に供する家屋の敷地の用に供されている土地に

ついては、固定資産税の課税標準の特例の対象となる住宅用地とされる。

そして、その面積が２００平方メートルを超え、その面積を当該住宅用地

の上に存する住居の数（当該住居が、家屋のうち人の居住の用に供するた

めに独立的に区画された部分又はその一部である場合には、当該部分の数

（地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２３号）第１２条の２第１項））

で除して得た面積が２００平方メートル以下である場合、当該住宅用地に

係る固定資産税の課税標準は、当該住宅用地に係る固定資産税の課税標準

となるべき価格の６分の１の額となる（法第３４９条の３の２第２項第２

号）。 

     ｂ 課税標準額 

( a ) ｂ土地１ 

        ｂ土地１に係る平成２９年度分の固定資産税の課税標準額は、登録価格

と同額の２万５２５０円である。 

      (b) ｂ土地２、ｂ土地３及びｂ土地４ 

       ① ｂ土地２、ｂ土地３及びｂ土地４は、一体として、専ら人の居住の用

に供する家屋であるｂ係争家屋の敷地の用に供されている一画地の土地

である。 

       ② 一画地の土地であるｂ土地２、ｂ土地３及びｂ土地４の面積は、３９

２．１１平方メートルである。 

       ③ しかし、その面積を当該住宅用地の上に存する住居の数（人の居住の

用に供するために独立的に区画された部分又はその一部の数）で除して

得た面積は２００平方メートル以下となる。 

       ④ ｂ土地２に係る平成２９年度分の固定資産税の課税標準は、ｂ土地２

の課税標準となるべき価格２５４万５１３４円の６分の１の額４２万４

１８９円である。 

       ⑤ ｂ土地３に係る平成２９年度分の固定資産税の課税標準は、ｂ土地３

の課税標準となるべき価格２９４万０２０２円の６分の１の額４９万０

０３３円である。 

       ⑥ ｂ土地４に係る平成２９年度分の固定資産税の課税標準は、ｂ土地４
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の課税標準となるべき価格３４１万２４２２円の６分の１の額５６万８

７３７円である。 

      (c) 合計 

        ｂ係争土地に係る平成２９年度分の固定資産税の課税標準の額の合計は、

１５０万８２０９円となる。 

    (ｲ) ｂ係争家屋に係る課税標準額 

     ａ 固定資産税の額の算出方法 

       ｂ係争家屋に対して課する第三年度の固定資産税の額は、基準年度に係る

賦課期日における価格で家屋課税台帳に登録されたものを課税標準とし、そ

の額に税率を乗じて算出する。 

     ｂ 課税標準額 

       ｂ係争家屋に係る平成２９年度分の固定資産税の課税標準額は、登録価格

と同額の２９８万６６１９円である。 

    (ｳ) 税額 

     ａ 課税標準額の合計 

       ｂ係争土地及びｂ係争家屋に係る平成２９年度分の固定資産税に係る課税

標準額の合計は、４４９万４０００円（１０００円未満の端数切捨て）であ

る。 

     ｂ 固定資産税の額 

       ａの課税標準額に税率（１．４％）を乗じると、固定資産税の額は、６万

２９００円（１００円未満の端数切捨て）となる。 

    (ｴ) 小括 

      以上のとおり、ｂ係争土地及びｂ係争家屋に係る平成２９年度分の固定資産

税の額を６万２９００円とする本件処分２は、前記(ｳ)の額と同額である。 

  ⑵ 本件処分１及び本件処分２に係る固定資産がその用途により非課税措置の対象と

なるかについて 

   ア 境内建物及び境内地に係る非課税措置についての法等の規定 

    (ｱ) 法の規定 

     ａ 法第３４８条第２項第３号は、宗教法人が専らその本来の用に供する宗教

法人法（昭和２６年法律第１２６号）第３条に規定する境内建物及び境内地

については固定資産税を課することができない旨規定している。 

     ｂ また、法第７０２条の２第２項は、市町村は、法第３４８条第２項の規定

により固定資産税を課することができない土地又は家屋に対しては、都市計

画税を課することができない旨規定している。 

     ｃ ただし、法第３４８条第２項ただし書は、固定資産を有料で借り受けた者

がこれを同項各号に掲げる固定資産として使用する場合においては、固定資

産税を当該固定資産の所有者に課することができる旨規定している。 
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    (ｲ) 宗教法人法の規定 

     ａ 宗教法人法第３条は、「境内建物」とは、同条第１号に掲げるような宗教法

人の同法第２条に規定する目的（宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び

信者を教化育成すること）のために必要な当該宗教法人に固有の建物及び工

作物をいう旨規定している。 

     ｂ また、宗教法人法第３条は、「境内地」とは、同条第２号から第７号までに

掲げるような宗教法人の同法第２条に規定する目的のために必要な当該宗教

法人に固有の土地をいう旨規定している。 

     ｃ そして、宗教法人法第３条第１号、第２号及び第４号は、それぞれ次の建

物、土地等を掲げている。 

      (a) 第１号 本殿、拝殿、本堂、会堂、僧堂、僧院、信者修行所、社務所、庫

裏、教職舎、宗務庁、教務院、教団事務所その他宗教法人の第２条に規定

する目的のために供される建物及び工作物（附属の建物及び工作物を含む。） 

      (b) 第２号 第１号に掲げる建物又は工作物が存する一画の土地（立木竹その

他建物及び工作物以外の定着物を含む。以下この条において同じ。） 

      (c) 第４号 宗教上の儀式行事を行うために用いられる土地（神せん田、仏供

田、修道耕牧地等を含む。） 

    (ｳ) 非課税措置の対象となる境内建物及び境内地 

     ａ まず、固定資産税（法第３４２条）は、土地、家屋等の資産価値に注目し、

その所有という事実に担税力を認めて課する一種の財産税と解されている。

これは、一般に固定資産を基礎として種々の経済的活動が行われ（直接に生

産活動等に使用される場合や住居として使用されるなどして日々の生産活動

等を支える場合）、その結果収益が生じることを期待できることに注目して、

そうして得られるであろう収益をもって税負担をまかなうことが想定されて

いるものである。     

       これに対して、法第３４８条第２項第３号が宗教法人が専らその本来の用

に供する宗教法人法第３条に規定する境内建物及び境内地に対しては固定資

産税を課することができない旨規定しているのは、宗教法人本来の目的であ

る宗教活動に専ら使用されるものであり、その性質上これが経済的活動の基

礎となって収益が生じることを通常期待できず、固定資産税の負担を期待す

ることが可能な程度の担税力を実質的に認めることができないので、これを

課税の対象から除外したものと解されている（東京高裁平成２０年１０月３

０日判決）。 

     ｂ 次に、前記(ｱ)及び(ｲ)の規定によると、法第３４８条第２項第３号により非課

税とされる境内建物及び境内地とは、宗教法人が、専らその本来の用に供し、

宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成するために必要な

当該宗教法人の固有の境内建物及び境内土地をいうものである（東京高裁平
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成２０年１月２３日判決）。 

     ｃ そして、この「専らその本来の用に供」するとは、宗教の教義を広め、儀

式行事を行い、及び信者を教化育成するという宗教法人の本質的な活動のた

めに専ら使用されるものであることを意味するものであり、この要件該当性

の判断は、一般の社会通念に基づいて外形的、客観的にこれを行うべきもの

である（前掲東京高裁平成２０年１０月３０日判決）。 

     ｄ また、この「固有の」とは、当該宗教法人の宗教目的のために必要なもの

で、当該宗教法人の存立のために欠くべからざる本来的なものであることを

いうものである（名古屋地裁平成４年６月１２日判決）。 

   イ 非課税措置の対象となる境内建物及び境内地といえるかについて 

     そこで、本件処分１及び本件処分２に係る固定資産が平成２９年度分の固定資

産税等の賦課期日（平成２９年１月１日。以下「本件賦課期日」という。）におい

て、法第３４８条第２項第３号に規定する非課税措置の対象となる境内建物及び

境内地といえるかについて検討する。 

    (ｱ) ａ係争家屋 

     ａ ａ係争家屋は、本件賦課期日において、審査請求人が所有する家屋である

と認められる。 

     ｂ ａ係争家屋は、そもそも代表役員公邸つまり審査請求人の住居として使用

されているとのことであり、宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者

を教化育成するという宗教法人の本質的な活動のために専ら使用されるもの

であることを示す証拠もないのであるから、宗教法人Ｃが「専らその本来の

用に供」するものに該当するとは認められない。 

     ｃ したがって、ａ係争家屋は、当該非課税措置の対象となる境内建物とはい

えない。 

    (ｲ) ａ係争土地 

     ａ ａ係争土地は、本件賦課期日において、審査請求人が所有する土地であり

ａ係争家屋（宗教法人Ｃが専らその本来の用に供するものに該当するとは認

められない家屋）の敷地として使用されていると認められる。 

     ｂ そのため、ａ係争土地についても、宗教法人Ｃが「専らその本来の用に供」

するものに該当するとは認められない。 

     ｃ したがって、ａ係争土地は、当該非課税措置の対象となる境内地とはいえ

ない。 

    (ｳ) ｂ係争家屋 

     ａ ｂ係争家屋は、本件賦課期日において、審査請求人が所有する家屋であると

認められる。 

     ｂ ｂ係争家屋は、農園を管理するために使用されているとのことであるが、

宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成するという宗教法
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人の本質的な活動のために専ら使用されるものであることを示す証拠はない

ため、宗教法人Ｃが「専らその本来の用に供」するものに該当するとは認め

られない。さらに、宗教法人Ｃの「固有」の、つまり宗教法人Ｃの宗教目的

のために必要なもので、その存立のために欠くべからざる本来的なものであ

るといえるような事情も見当たらない。 

     ｃ そのため、ｂ係争家屋は、宗教法人Ｃが専らその本来の用に供し、宗教の教

義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成するために必要な当該宗教法

人の固有の境内建物に該当するとは認められない。 

     ｄ したがって、ｂ係争家屋は、当該非課税措置の対象となる境内建物とはい

えない。 

    (ｴ) ｂ係争土地 

     ａ ｂ係争土地は、本件賦課期日において、審査請求人が所有する土地であり、

その一部分はｂ係争家屋（宗教法人Ｃが専らその本来の用に供し、宗教の教

義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成するために必要な当該宗教

法人の固有の境内建物とは認められない家屋）の敷地として使用されている

と認められる。 

     ｂ ｂ係争土地の残りの部分は、農園として使用されているとのことであるが、

宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成するという宗教法

人の本質的な活動のために専ら使用されるものであることを示す証拠はない

ため、宗教法人Ｃが「専らその本来の用に供」するものに該当するとは認め

られない。さらに、宗教法人Ｃの「固有」の、つまり宗教法人Ｃの宗教目的

のために必要なもので、その存立のために欠くべからざる本来的なものであ

るといえるような事情も見当たらない。 

     ｃ そのため、ｂ係争土地は、宗教法人Ｃが専らその本来の用に供し、宗教の教

義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成するために必要な当該宗教法

人の固有の境内土地に該当するとは認められない。 

     ｄ したがって、ｂ係争土地は、当該非課税措置の対象となる境内地とはいえ

ない。 

  ⑶ その他 

   ア(ｱ) 審査請求人は、処分庁が家屋の実地調査を外観から見ただけで済ませている旨

主張する。これは、処分庁の調査が不十分との主張か、あるいは法第４０３条

第２項又は第４０８条に規定する調査に当たらないとの主張と解される。 

    (ｲ) しかしながら、非課税措置の対象とはいえないとした処分庁の判断に誤りはな

いため、調査が不十分であるとの批判は当たらない。 

      また、これらの規定は、いずれも法第３章第２節第５款において、固定資産

の評価及び価格の決定に係る規定と位置付けられている。固定資産の価格につ

いては固定資産税等の賦課についての審査請求においては不服の理由となしえ
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ない（詳細はイで述べるとおりである。）ところ、評価や価格決定の手続である

調査についても同様と解されるものである。 

   イ(ｱ)ａ 審査請求人は、処分庁の職員が固定資産の評価に当たり経年減点補正率の適

用を独善的に行った旨主張する。 

     ｂ ところで、法によると、家屋等の固定資産の価格は、固定資産評価基準（昭

和３８年自治省告示第１５８号）によって決定しなければならないこととさ

れており（法第４０３条第１項）、この評価基準によると、家屋の原則的な評

価方法は、当該家屋の再建築費評点数に経年減点補正率を乗じて評点数を算

出し、当該評点数に評点一点当たりの価額を乗じるとされている。 

     ｃ そして、価格等が決定されると、それを固定資産課税台帳に登録しなけれ

ばならないとされている（法第４１１条第１項）。 

     ｄ そうすると、審査請求人の経年減点補正率に係る主張は、登録価格に係る

主張といえる。 

    (ｲ) 登録価格についての不服申立て等に係る法の規定は、以下のとおりである。 

     ａ 法第４３２条第１項は、固定資産税の納税者は、その納付すべき当該年度

の固定資産税に係る固定資産について固定資産課税台帳に登録された価格

（登録価格）について不服がある場合においては、固定資産評価審査委員会

に審査の申出をすることができる旨規定している。 

     ｂ 一方、法第４３２条第３項は、固定資産税の賦課についての審査請求にお

いては、ａにより審査を申し出ることができる事項についての不服を当該固

定資産税の賦課についての不服の理由とすることができない旨規定している。

また、法第７０２条の８第２項は、都市計画税の賦課徴収に関する審査請求

等については、固定資産税の賦課徴収に関する審査請求等の例による旨規定

している。 

    (ｳ) 本件審査請求は、固定資産税等の賦課についての不服申立てであるため、登録

価格について不服の理由とすることはできない（法第４３２条第３項及び第７

０２条の８第２項）。 

    (ｴ) そうすると、この点についての審査請求人の主張は、登録価格についてのもの

であって、固定資産評価審査委員会に審査の申出ができる事項に係る主張であ

るから、固定資産税等の賦課についての審査請求である本件審査請求において

は、不服の理由とすることができないものである。 

   ウ(ｱ) 審査請求人は、弁明書に記載された内容により職員の行為が犯罪に該当する旨

主張する。 

    (ｲ) しかしながら、本件審査請求における審理は、本件処分１及び本件処分２が法

等に規定された処分要件を充足しているかを対象とするものであって、犯罪該

当性を対象とするものではないため、犯罪該当性に係る主張自体が失当である。 
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第４ 審査庁の裁決に対する考え方の要旨 

 本件審査請求は、審理員意見書のとおり、棄却されるべきである。 

 

第５ 調査審議の経過 

 平成２９年１２月２０日 審査庁から諮問書を受領 

 平成３０年 １月１５日 第１回合議体会議 調査審議 

 平成３０年 １月１９日 処分庁への調査依頼 

 平成３０年 ２月１９日 第２回合議体会議 調査審議 

 平成３０年 ３月１４日 処分庁への調査依頼 

 平成３０年 ３月２６日 第３回合議体会議 調査審議 

 

第６ 審査会の判断の理由 

 １ 本件処分１及び本件処分２に係る税額の算出について 

   ａ係争土地、ａ家屋１、ａ家屋２及びａ家屋３並びにｂ係争土地及びｂ係争家屋に

係る平成２９年度分の固定資産税等の額については、審理員意見書の理由のとおり法

等の規定に基づき算出されており、適正であると認められる。 

 ２ 本件処分１及び本件処分２に係る固定資産がその用途により非課税措置の対象とな

るかについて 

  ⑴ 本件処分１に係る固定資産について 

ア 審査請求人は、ａ係争家屋について宗教法人であるＣが総本部事務所及び代表

役員公邸として使用しており、宗教法人Ｃに対してａ係争土地及びａ係争家屋を

無償で提供していることから、ａ係争土地及びａ係争家屋は、法第３４８条第２

項第３号により非課税適用される旨主張する。 

イ この点、法第３４８条第２項第３号により非課税とされる境内建物及び境内地と

は、宗教法人が、専らその本来の用に供し、宗教の儀式を広め、儀式行事を行い、

及び信者を教化育成するために必要な当該宗教法人の固有の境内建物及び境内土

地をいうものと解されている（前掲東京高裁平成２０年１月２３日判決）。そして、

この「専らその本来の用に供」するとは、宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及

び信者を教化育成するという宗教法人の本質的な活動のために専ら使用されるも

のであることを意味するものであり、この要件該当性の判断は、一般の社会通念に

基づいて外形的、客観的にこれを行うべきものであると解されている（前掲東京高

裁平成２０年１０月３０日判決）。 

ウ これを本件についてみると、ａ係争家屋について、宗教の教義を広め、儀式行

事を行い、及び信者を教化育成するという宗教法人の本質的な活動のために専ら

使用されているといったことは、審査請求人において主張・立証されていない。

よって、ａ係争家屋は、法第３４８条第２項第３号に規定する境内建物とはいえ

ない。 
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エ また、ａ係争土地についても、前記ウのとおり境内建物とはいえないａ係争家屋

の敷地として使用されていると認められるため、法第３４８条第２項第３号に規定

する境内地とはいえない。 

  ⑵ 本件処分２に係る固定資産について 

ア 審査請求人は、ｂ係争土地は農園として、ｂ係争家屋はその管理事務所として

それぞれ宗教法人Ｃが使用しており、宗教法人Ｃに対してｂ係争土地及びｂ係争

家屋を無償で提供していることから、ｂ係争土地及びｂ係争家屋は、法第３４８

条第２項第３号により非課税適用される旨主張する。 

イ ある固定資産が法第３４８条第２項第３号により非課税となるには、前記⑴イ

で述べたとおり、宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成する

という宗教法人の本質的な活動のために専ら使用されるものであることが必要で

あるが、ｂ係争家屋については、農園管理事務所として使用されていると主張さ

れているのみであり、宗教の教義を広め、儀式行事を行い、及び信者を教化育成

するという宗教法人の本質的な活動のために専ら使用されるものであることにつ

いては、審査請求人において主張・立証されていない。よって、ｂ係争家屋は、

法第３４８条第２項第３号に規定する境内建物とはいえない。 

ウ また、ｂ係争土地についても、その一部は、前記イのとおり境内建物とはいえ

ないｂ係争家屋の敷地として使用されていると認められる。残りの部分について

も農園として使用されていると主張されているのみであり、宗教の教義を広め、

儀式行事を行い、及び信者を教化育成するという宗教法人の本質的な活動のため

に専ら使用されるものであることについては、審査請求人において主張・立証さ

れていない。また、法第３４８条第２項第３号により非課税とされる境内建物及

び境内地は、前記⑴イのとおり当該宗教法人の固有の境内建物及び境内地である

必要があり、この「固有の」とは、当該宗教法人の宗教目的のために必要なもの

で、当該宗教法人の存立のために欠くべからざる本来的なものであることをいう

（前掲名古屋地裁平成４年６月１２日判決）とされているところ、審査請求人に

おいてこれらの点についても主張・立証はされていない。よって、ｂ係争土地に

ついても、法第３４８条第２項第３号に規定する境内地とはいえない。 

３ その他 

⑴ 家屋の実地調査について 

ア 審査請求人は、処分庁が家屋の実地調査を外観から見ただけで済ませている旨

主張する。 

イ この点、家屋が法第３４８条第２項第３号に規定する非課税措置の対象となる

か否かについて、その判断をする際に現地を調査することを義務付けている規定

はない。 

ウ また、条例第５５条において、法第３４８条第２項第３号の土地又は家屋につ

いて同項本文の規定の適用を受ける固定資産を所有する者は市長に申告書等を提
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出しなければならないと規定されているところ、審査請求人は、ａ係争土地及び

ａ係争家屋並びにｂ係争土地及びｂ係争家屋について、平成２８年度分の固定資

産税等の賦課決定処分により非課税措置の対象とならないことが明らかになった

以後、当該申告書等を提出していない。 

エ したがって、本件処分１及び本件処分２に当たって、処分庁がａ係争家屋及び

ｂ係争家屋の内部の調査をしなければならない事情があったとは認められない。 

オ なお、ａ係争家屋については、平成２８年に処分庁が固定資産の評価に係る審

査請求人からの申出等に基づき内部の調査を行った際に非課税措置の観点からも

調査を行ったことが認められ（当審査会平成２９年度答申第４号）、処分庁にお

いて内部を確認した上で、法第３４８条第２項第３号に規定する境内建物には該

当しないと判断されている。 

また、審査請求人が農園管理事務所として主張しているｂ係争家屋については、

ｂ係争土地（ｂ係争家屋の敷地部分を除く。）の農園が法第３４８条第２項第３

号に規定する境内地に該当しないのであるから、処分庁においてｂ係争家屋の内

部を調査する必要性は認められないといえる。 

  ⑵ 経年減点補正率に係る主張について 

ア 審査請求人は、処分庁の職員が固定資産の評価に当たり経年減点補正率の適用を

独善的に行った旨主張する。 

イ しかしながら、経年減点補正率に係る主張は、審理員意見書の理由のとおり、

家屋の登録価格についての不服であり、固定資産税等の賦課についての審査請求

においては不服の理由とすることはできない。 

⑶ 虚偽有印公文書作成同行使等の罪に関する主張について 

ア 審査請求人は、処分庁の職員による弁明書の作成が虚偽有印公文書作成同行使

及び公務員職権濫用の罪に問われるなどと主張する。 

イ しかしながら、審理員意見書のとおり本件審査請求における審理が犯罪該当性

の有無を対象とするものでないことから、理由がない。 

 

 

 

広島市行政不服審査会合議体 

委員(合議体長) 大久保 隆志、 委員 廣田 茂哲、 委員 福永 実 


